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　戦後、日本の森林をめぐる状況は大きく変わってきた。
拡大造林政策の下で広大な人工林が造成されてきた一
方、木材価格の低迷の中で森林の維持管理費用に見合う
収益性を確保できないまま、多くの森林が伐期を迎えつ
つある。近年は、こうした森林の今後の維持管理が危惧
される一方で、グローバルな自然環境の変化への対応一
たとえば気候温暖化に対する森林の炭素吸収の機能とい
った国際的枠組みの構築、あるいはローカルな生活条件
に対する森林の役割の見直し一たとえば里山づくりや環
境教育のボランティ・アやNPO活動の進展一が進み、
「林野三法（林業経営基盤の強化等の促進のための資金
の融通に関する暫定的措置法、林業労働力の確保の促進
に関する法律、木材の安定供給確保に関する特別措置法）
制定（平成8年）」「森林法・林業基本法改正一森林・林
業基本法制定（平成13年）」などの日本国内における政
策的対応も矢継ぎ早に行われてきたことは耳目に新し
い。
　他方、1960年に44万人だった林業就労者数は2000年に
は6．7万人まで減少し、その内の4人に1人は65歳以上
の高齢者が占めるようになってきたが、新規の林業就労
者数は増加傾向にある。森林のあり方をめぐる変化とと
もに、その維持管理に関わろうとするひとびとにも大き
な構造転換の兆しがあらわれてきていると考えられる。
　本研究は、森林の維持管理に関わる労働の動向を地理
学的な観点から明らかにしようとするものであり、今年
度はその視座を得るひとつの手がかりとしていくつかの
先進的林業事業体を訪問するほか、各地の森林組合、民
間林業事業体において新規就労の状況を調査した。
　先進林業事業体としては日本におけるFSC取得の草
分けである三重県海山町の速水林業を訪問し、就業の状
況および関連業者とのネットワークについて調査した。
そこで得られた知見は、すでに発表した論文中で述べて
いる（「林業経済」56巻一3号）
　新規就労については、「緊急雇用対策事業」（厚生労働
省／平成13年度より）、「緑の雇用担い手育成対策事業」
（林野庁／平成14年度より）の実施状況を調査し、全国
的な動向を明らかにするとともに、本事業のさきがけと
なった和歌山県、近年の県政改革の中で林業分野につい
ても大きな変革を行ってきている長野県において現地調
査を実施した。現地調査では5つの森林組合、1民間林
業事業体を対象に資料収集、聞き取り調査を行い、現在、
その分析を行っているところであり、さらに詳細な調査
を実施すべく準備をすすめている。
　現段階での調査結果の概要は下記の通りである。
○　木材製品が製造されるまでに、「森林」「木材」に関
　する多くの知識が必要とされている。製品が消費され
　る川下と森林が維持管理されている山元との間に「知
　識」をめぐる関係を構築することが求められており、
　その中で林業者が果たすべき役割は大きく、新規就労
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　者はその橋渡しをすることが期待される。
○　和歌山県における「緑の雇用」は森林組合に一本化
　して実施されており、都市部からの1ターン者も少な
　からずみられる。しかし、その運用にあたっては、大
　都市との近接性、森林整備関連事業量の差異によって
　地域的差異がみられると考えられる。
　・大阪大都市圏に包摂される地域では、通勤を前提と
　　して大阪府など大都市圏からの研修を受け入れてき
　　ている。事業量の少なさから、今後の継続、新規雇
　　用には消極的である。
　・紀伊半島南部の深刻な過疎的状況を呈する地域で
　　は、過疎対策との一体的な取り組みがみられる。事
　　業量確保の見通しが立たないため、今後、林業関連
　　の雇用が確保できるとはいえない状況だが、住宅整
　　備をすすめるなどの定住化に向けた施策を試みてい
　　る。
○　長野県では森林関連事業を環境産業として重点的に
　予算措置をする一方、県事業に関しては競争入札制度
　を導入し、建設業にも一定の条件のもとに参入を認め、
　新たな事業者の育成を図っている。「緑の雇用」につ
　いても、新規参入事業者の育成に配慮した運用をして
　きた。
　・長野県では、この10年来、新規就労に対する先進的
　　な取り組みをしてきた経緯もあり、森林組合では
　　「緑の雇用」をその一環として受け止めていると思
　　われるが、従来の新規就労対策と「緑の雇用」との
　　相互関係についてはさらに検討する必要がある。
　・民間事業体でも「緑の雇用」を契機として、事業拡
　　大にともなう就業者確保を図る積極的事例がみられ
　　る。事業体の機能の高次化と事業量の確保に関連し
　　て、地域内業者間の競合関係の中で位置付けること
　　ができると推測される。
　なお、本研究報告には、林政総合研究所の調査事業の
一環として調査した内容を含んでいる。
